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表土削り取りやカリ施肥など除染技術を体系化

農地等の放射性物質の除去・低減技術

農地等の除染技術
の開発により、
早期営農再開に
貢献

東日本大震災に伴う原発事故が原因で利
用が困難になった農地の回復に向けて、除
染用農機の開発を行い、市販化された表土
削り取り機は飯館村等に10台が導入されま
した。
また、ダイズ・ソバ・牧草への放射性セ

シウムの移行を低減するため、吸収抑制効
果のある土壌中のカリ含量目標値を明らか
にし、行政マニュアルや被災県の指針策定
に貢献しました。この目標値は生産現場で
施肥の目安として活用されています。
体系的な除染技術の開発により水田、畑

作および畜産での早期営農再開に貢献して
います。

農研機構 平成24年度
～27年度農地等の放射性物質の除去・低減技術の開発

一層の営農再開に向けて
普及促進！

成果はマニュアル等にまとめられ
生産現場に提供

無線操作による急傾斜草地
の草地更新(除染)の手引き草地における放射性物質

対策のためのカリ施肥

原子力被災12市町村の
営農休止面積のうち、
営農再開面積は約３割
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農林水産技術会議事務局研究統括官（生産技術）室 03-3502-2549問合せ先

研究背景

主要な成果

土壌から作物への放射性セシ
ウムの移行を低減するための
土壌中交換性カリ含量の目標
値を明らかに

東日本大震災に伴う原発事故で環境中に放射性物質が放出され、農地の
利用を休止せざるをえない事態となっていました。
そのため、被災地での早期の営農再開に向けて、農地の除染技術や作物

への放射性物質移行を低減する技術の確立が求められていました。

トラクタ装着式の表土削り取
り機や、無線トラクタを用い
た傾斜草地での除染作業技術
など除染技術体系を確立

原子力被災12市町村における営
農休止面積17,298haのうち、
5,038haの営農再開に貢献

表土削り取り 無線トラクタによる
傾斜草地での耕うん作業

水田土壌の撹拌・凝集で
セシウム除去

洗浄による畜舎・
パドックの汚染除去

土壌中のカリ濃度が適正な場合、
放射性セシウムの吸収は抑制される

生産現場での施肥の目安として、
福島県等で指針として採用

地上１cmの放射線濃度の測定状況
福島県の農地土壌の放射性物質濃度分布図（平成23年）

49




